
 

江東区の産業振興政策に関する要望（案）の要約 

 
 

○総じて大企業が業況回復しているものの、急な為替変動や仕入れ・材料価格の高騰といった 

 中小企業にとっては厳しい経営環境が続いている。 

○近年の訪日外国人の増大は、観光に関する区内産業の成長に取り込む好機。 

 

国内の経済状況・経営環境 
 
 
○会員アンケートでは「競争激化」や「売上低迷」が経営課題の上位を占めており、中小企業の経営環
境は依然として厳しい。 
○また、上記アンケートや種々の会合において「優秀な人材不足」や「為替の影響」など自社だけでは
解決できない課題と、その支援を求める意見が多数寄せられている。 

区内企業や会員事業所の現況 
 

○会員事業所からの意見、現下の経済状況や経営環境を踏まえて要望書を提出するが、これま

での江東区の要望書に対する真摯な対応に感謝。 

○区内の中小企業・小規模事業者や商店街は、地域雇用の創出、防犯やコミュニティーの担い

手であり地域経済発展の原動力である。限られた経営資源を活かし自助努力をおこなってい

るものの、それだけでは解決できない諸問題や地域振興についての支援を賜りたい。 

 

 

 

 
 
 
 

要望の基本的考え方 

Ⅰ．持続可能な経営の成長を促進する支援 

○人材の量的な不足感が強まっている。人材不足の問題が経営の足枷となっている。 

○中小企業・小規模事業者は人材採用のためのﾉｳﾊｳや情報発信力が弱いため十分な

人材が確保できていない。成長のためには人材採用と育成を支援する必要あり。 

○中小企業・小規模事業者は域内の取引依存度が高いため、官公需等の受注機会の確

保が持続可能な経営の成長にとって不可欠。 

○下請企業の多い中小・小規模事業者の企業間取引は、近年多数の取引先との多面的

な取引関係へ変化しつつある。海外展開に挑戦する中小企業の支援が重要。 

 

 

 
 
現 
 
 
状 

１．人材の採用と育成、技能継承のための支援 

 

 

 

２．区内事業者の官公需における受注機会の確保 

 

３．海外市場開拓のための支援 

 

○「こうとう若者・女性しごとセンター」の効果的運営、シニア世代の人材を登録するスキームの創設、インターンシップ事業の補助限度額・件数の引き上げ

と施策ＰＲの強化、江東区と江東支部の共催による企業と高校のマッチング事業の実施とその事業費の助成、江東版ものづくりマイスター制度の創設、人材採

用のための自社ＷＥＢサイトの構築・見直しのための費用の助成、合同会社説明会の参加費用や就職情報媒体への登録料に対する助成、工業高校・高等専門学

校の電気科の存続、インターンシップ事業や産業スクリーニング事業の実施事業所拡充に向けた区内企業へのＰＲと後継者の育成や地域産業の活性化 

○増額による安定的な官公需の予算額の確保とあわせ、区内事業者への契約割合７０％台半ばの維持、公共工事の品質確保と適正な競争を担保したうえでの地

域貢献点の引上げ、公共工事の担い手が適正な利潤を確保できるよう市場価格を的確に反映した予定価格の適正な設定と適切な工期設定の徹底 

○海外展開にかかるフィージビリィティスタディ（事業の実行可能性調査）のための費用の助成、海外の見本市展示会出展に際しての費用の助成、「江東ブラ

ンド」認定企業を束ねた海外見本市等への共同出展事業の企画・実施 

 

要望内容 

Ⅱ．中小企業・小規模事業者の底力を引き出す経営支援 

○中小企業・小規模事業者は事業所数、就業者数ともに産業の太宗を占め、特に小

規模事業者は中小企業の９割を占め、地域経済や雇用を創出する重要な存在 

○区内の事業者は、特別区交付金の税源を担い、行政サービスを支えている。 

○足元の経営状況は原材料・エネルギー価格の上昇や為替の動向が業績に影響を与

えており、価格転嫁の困難な企業にとって厳しい状況。 

○国内外の厳しく、かつ刻々と変化する経営環境に立ち向かうためには付加価値や

競争力を高めた新製品・新技術の開発やＩＣＴ活用の促進とあわせ、起業・ 

創業促進に重点をおいた施策・支援の重要性が増大。 

１．創業支援の施策強化 

２．経営基盤安定のための資金調達の支援 

３．情報通信技術（ＩＣＴ）活用のための支援 

４．省エネ対策推進のための支援 

５．知的財産権戦略の支援 

６．産学公連携推進のための支援 

７．商店街活性化の支援 

８．円滑な物流の確保のための支援 

 

○創業セミナー受講料や交流会費用の助成、成長性の見込める事業者への助成制度創設、区内遊休公共施設を活用したｲﾝｷｭﾍﾞー ｼｮﾝｽﾍﾟー ｽの無償貸与 

○マル経融資利子補助率３０％から４０％へ引上げ 

○ＩＣＴ導入に際しての専門家指導費、新規ＨＰ作成補助を受けた事業所が新たにＰＣを購入する際の費用、保守サポート期限切れに伴うＰＣ更新の費用、 

 制度変更に伴い新たなＩＣＴｿﾌﾄ・ｼｽﾃﾑを導入・更新する際の費用の助成、ＩＣＴ導入成功事例の紹介・ＰＲによるＩＣＴ導入の啓蒙・普及 

○省エネ機器導入費助成、屋上緑化助成額引上げ、省エネ診断に基づく設備改修費助成、環境経営の補助対象拡大と認証費用補助、ＩＳＯ等更新費用の助成 

○海外での知的財産権利保護の強化を推進するための補助率の引上げ  

○産学公施策のＰＲによる普及・利用促進、共同研究における補助対象経費の拡充 

○各商店街固有の実状に沿った活性化への取り組み、法人化推進への支援、地域と大学をつなぐ施策、学生への商店街にぎわいイベント誘致 

○商店街と物流事業者が連携して行う物流改善の取り組み支援、駐車可能なｽﾍﾟー ｽの確保、駐車規制緩和対象区間の拡大、駐車監視員活動ガイドラインの輸送

用車両と確認する要件緩和のための関係機関への働きかけ 

 

現 

 

状 

Ⅲ．豊富な美しい水辺と緑、恵まれた伝統文化と文化財を活かした観光振興 

○観光は日本の成長産業のひとつ。幅広い産業分野において新たな事業展開の可

能性が高まっている。 

○近年、アジアを中心とした数多くの外国人観光客が訪日し、首都圏においては

観光振興に向けた取り組みを加速させ、観光客の増加を図る絶好のチャンス。 

○全長５０㎞を超える水路や運河、数多くの文化財、伝統文化に恵まれた江東区

ならではの固有で魅力ある観光資源を発掘、整備し、その魅力を戦略的かつ総

合的にﾌﾞﾗﾝﾄﾞｲﾒｰｼﾞとして確立し、積極的に情報発信していく必要がある。 

１．千客万来施設について 

２．観光振興プランの着実な推進 

３．観光スポットの環境整備 

４．水辺空間と舟運ネットワークの整備 

５．観光ボランティアの育成 

６．自転車走行空間の整備とｼｪｱｻｲｸﾙの利用促進 

７．免税店創設のための支援 

 

 

○千客万来施設については整備のための手続きを可及的速やかに行って豊洲新市場と同時期に開設するよう東京都へ働きかけを 

○区民や事業所の意見を踏まえた後期５カ年区観光振興プランの策定と施策迅速な実施、都の観光産業振興プランとの整合性を図る、伝統技術、技能を有する

企業・者を観光資源として捉えた観光振興の実施、  

○東京ゲートブリッジＰＲ，回遊型観光へ向けた整備、Wi-Fi普及、外国人観光客向け翻訳タブレット貸出 

○東大島駅周辺の整備、新たな舟運ルートの開発、水辺のにぎわいづくり創出 

○ボランティアガイドの育成強化   

○自転車専用レーンや駐輪場の確保・整備 

○商店街と一体となった免税一括ステーション創設、委託費など補助対象の拡充 

 
 

Ⅳ．災害に負けない強い都市づくり 

○江東区地域防災計画による震災の被害想定、死者４４９人、負傷者１０，１６

４人、建物被害１１，００７棟、帰宅困難者１７８，０７８人、避難者２３３，

７６２人、避難者と帰宅困難者あわせて４２万人余り。 

○被害を最小限に抑えるためには、建築物の耐震化や木造密集地域の不燃化対策

と合わせ、避難者や帰宅困難者への支援、インフラ等の迅速な復旧・復興ので

きる体制であることが災害に負けない強い都市である。 

１．江東区地域防災計画の着実な実行 

２．東京都帰宅困難者対策条例による事業者債務に対する支援 

３．老朽建物の建替え促進と災害による事業再建の支援 

４．木造住宅密集地域の不燃化促進 

５．津波等による浸水被害防止のための対策 

６．ＢＣＰ策定支援と防災アドバイザーの設置 

７．地域防災における事業者との連携 

○計画期間を短縮した目標の達成、民間建築物耐震促進事業等の施策の計画的かつ着実な実施、訓練等による計画の習熟、他自治体との防災相互協定の拡大  

○滞在施設備蓄品等購入補助拡大、備蓄補完スペース提供事業者への税減免、一時滞在施設管理者の発災時の損害賠償責任の免責、民間倉庫の活用 

○耐震化の目標を前倒しで実施、民間建築物耐震促進事業予算の増額、電柱地中化、液状化対策、事業用建築物の補修費補助制度の創設 

○区有地の活用、不燃化助成の上乗せ活用、区による土地の買取り等を活用した公営・民営共同住宅への建替え、低利融資制度の創設、細街路拡幅整備事業 

 の推進、老朽建築物等の適正管理に関する条例の弾力的な運用、亀戸地区の早急な特区指定 

○緊急性の高い水門、防潮堤の整備前倒し 

○ＢＣＰ策定費補助事業の復活、防災アドバイザーの設置、一般競争入札における地域貢献度にＢＣＰ策定を追加 

○区内事業者との災害協力協定締結拡大、東商会員倉庫事業者への協力要請 
 

 

 

 

現 

 

状 

要望内容 

要望内容 

要望内容 

 

現 

 

状 

Ⅴ．豊かで快適な暮らしを支えるインフラの整備 要望内容 

 

現 

 

状 

○江東区は今年５０万人都市となった。 

○豊洲新市場の移転計画の進展、東京ゲートブリッジ供用開始等から、業務用車

両の通行量が増大し、慢性的な交通渋滞が発生している。 

○オリンピック・パラリンピック開催決定を受け、国内外からの来訪者へ移動の

利便性・快適性を提供することによるイメージアップといった観光振興の観点

からも鉄道や道路、駐車場のインフラ整備を強力に推進していく必要がある。 
  

１．公共交通（地下鉄８号線）の整備 

２．臨海部の交通渋滞の解消 

３．新木場・若洲地域への消防署分署ならびに有明地域へ 

  の交番設置 

４．東西線の駅ﾎｰﾑの安全・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰと国際化のための対策 

５．区内公共施設等への積極的な木材活用を通じた特色あ 

  る地域づくり 

○地下鉄８号線豊洲～住吉間の本年中に整備着手 

○環状２号線・豊洲大橋および補助１４４号線の早期完成、国道３５７号線と都道３０６号線の交差点整備、臨港道路南北線オリ・パラ開催までの併用開始 

○新木場・若洲地域への消防署分署の早期設置、有明地域への交番の早期設置 

○東西線の区内全駅におけるホームドア早期設置、主要駅におけるエレベーター等による２ルート整備、多言語の乗換ルートや駅情報の表示場設置、英語に

よる到着駅や乗換案内、周辺観光の社内アナウンス実施の働きかけ 

○オリ・パラの恒久的競技場の木構造化、学校等公共建築物への木材利用の推進、木材を利用した公共建築物事例をＨＰを活用して情報発信、木材利用促進

インセンティブ創設 

 

 

 


